
 

労働者派遣法第 30 条の４第１項の規定に基づく労使協定 

 

株式会社ＳＭＳ（以下「甲」という。）と株式会社ＳＭＳ従業員代表（以下「乙」という。）は、

労働者派遣法第 30 条の４第１項の規定に関し、次のとおり協定する。 

 

（対象となる派遣労働者の範囲） 

第１条 本協定は、派遣先で別表１に掲げる業務に従事する従業員（以下「対象従業員」という。）

に適用する。  

２ 対象従業員については、派遣先が変更される頻度が高いことから、中長期的なキャリア形成を

行い所得の不安定化を防ぐ等のため、本労使協定の対象とする。 

３ 甲は、対象従業員について、一の労働契約の契約期間中に、特段の事情がない限り、本協定の

適用を除外しないものとする。 

 

（賃金の構成） 

第２条 対象従業員の賃金は、基本給(基本給含む)、賞与、時間外労働手当、深夜・休日労働手当、

通勤手当及び退職手当とする。 

 

（賃金の決定方法） 

第３条 対象従業員の基本給及び賞与の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平

均的な賃金の額」は、次の各号に掲げる条件を満たす別表１に、対象従業員が勤務する派遣

先の事業所所在地に対応する別表１の地域指数を乗じたものとする。 

（一）比較対象となる同種の業務に従事する一般の労働者の職種は、令和 3 年 8 月 6 日職発 0806

第 3 号（令和 4年度の「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関す

る法律第 30 条の４第１項第２号イに定める『同種の業務に従事する一般の労働者の平均的

な賃金の額』等について」（以下「通達」という。）は、下記に定めるとおりとする。 

① 「職業安定業務統計の求人賃金を基準値とした一般基本給・賞与等の額」による職種 

      ５３４ めっき工・金属研磨工 

      ５３６ 金属製品製造工 

      ５４ 製品製造・加工処理の職業（金属材料製造、金属加工、金属溶接・溶断を除く） 

    ※５４製品製造・加工処理の職業については複数の業務に従事する可能性が 

     あることから中分類を採用する。  

５７２ 電気機械組立工 

      ５８３ 電子機器部品組立工 

      ６２３ 食料品検査工 

      ６２７ 印刷・製本検査工 

（二）通勤手当については、基本給及び賞与とは分離し実費支給とし、第６条のとおりとする。 

（三）地域調整については、就業地が栃木県及び茨城県で派遣就業を行うことから、通達に定め

る地域指数の栃木県または茨城県を用いるものとする。 

 



（基本給・賞与の額） 

第４条 対象従業員の基本給及び賞与は別表１の同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な

賃金の額と同額以上であるものとし、派遣先業務ごとの等級及び同種の業務に従事する一般の

労働者の平均的な賃金の額との対応については、派遣労働者就業規則第２５条の定めによる。 

２ 対象派遣労働者に対して毎年４月に勤務評価を実施するものとし、その結果、対象派遣労働者

の経験の蓄積及び向上があると認められた場合には、派遣労働者就業規則第２６条に基づく改

定を行うものとする。 

３ 前項の勤務評価の結果、対象派遣労働者についており高い等級の職務を遂行する能力があると

認められた場合には、その能力に応じた派遣就業の機会を提示するものとする。  

 

（時間外・休日・深夜手当） 

第５条 対象従業員の時間外労働手当、深夜・休日労働手当は、派遣労働者就業規則第２５条に準

じて、法律の定めに従って支給する。 

 

（通勤手当） 

第６条 対象従業員の通勤手当は、派遣労働者就業規則第２７条に定めるとおり、通勤に要する実

費に相当する額を支給する。ただし、交通機関等を利用しなければ通勤することが困難である

従業員以外の従業員であって交通機関等を利用しないで徒歩により通勤するものとした場合

の通勤距離（一般に利用しうる最短の経路の長さによる。）が片道２㎞未満であるものを除く。  

  

（退職手当の基準） 

第７条 対象従業員の退職手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な

賃金の額」は、次の各号に掲げる条件を満たした別表 3のとおりとする。 

（一）退職手当の受給に必要な最低勤続年数： 

「令和元年賃金事情等総合調査」（中央労働委員会）の「退職一時金受給資格付与に要する

最低勤続年数」において、自己都合退職の最も回答割合の高かったもの 

（二）退職時の勤続年数ごと（5年、10年、15年、20 年、25 年、30年、35 年）の支給月数： 

「令和 2年中小企業の賃金・退職金事情」の高校卒の場合の支給率（月数）に、同調査にお

いて退職手当制度があると回答した企業の割合をかけた数値として通達に定めるもの 

 

（退職手当の額） 

第８条 対象従業員の退職手当は、派遣労働者就業規則第２９条に定めるとおりとする。また、次

の各項に掲げる条件を満たした別表の通りとする。ただし、令和２年３月３１日以前の勤続年

数は通算しない。 

（一）別表３に示したものと比べて、退職金の受給に必要な最低勤続年数が同年以下であること 

（二）別表３に示したものを比べて、退職時の勤続年数ごとの退職手当の支給月数が同月数以上 

であること 

 

（賃金の決定に当たっての評価） 



第９条 基本給の決定は、毎年４月に行う勤務評価を活用する。その評価結果に基づき、第４条第

２項の昇給の範囲を決定する。 

 

 

（賃金以外の待遇） 

第 10 条 教育訓練（次条に定めるものを除く。）、福利厚生その他の賃金以外の待遇については正

社員と同一とする。 

  

（教育訓練） 

第 11 条 労働者派遣法第３０条の２に規定する教育訓練については、労働者派遣法に基づき別途

定める「教育訓練実施計画」に従って、着実に実施する。 

 

（その他） 

第 12 条 本協定に定めのない事項については、別途、労使で誠実に協議する。 

 

（有効期間） 

第 13 条 本協定の有効期間は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの１年間とする。 

 

 

2022 年  3 月  15 日 

  

甲 株式会社ＳＭＳ 代表取締役 ルイテル マヘス   印 

  

乙 従業員代表 ガウタム キリシュナ プラサド   印   



別表１ 同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額 

（基本給及び賞与の関係） 

５３４ めっき工・金属研磨工 

 基準値及び基準値に能力・経験調整指数を乗じた値 

 ０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年 

１ 
めっき工・

金属研磨工 

職業安定 

業務統計 
1,060 1,212 1,313 1,365 1,426 1,602 1,999 

２ 地域調整 

(茨城県) 

100.4 
1,065 1,217 1,319 1,371 1,432 1,609 2,007 

(栃木県) 

98.9 
1,049 1,199 1,299 1,350 1,411 1,585 1,978 

 

５３６ 金属製品製造工 

 基準値及び基準値に能力・経験調整指数を乗じた値 

 ０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年 

１ 
金属製品製

造工 

職業安定 

業務統計 
1,078 1,232 1,336 1,388 1,450 1,629 2,033 

２ 地域調整 

(茨城県) 

100.4 
1,083 1,237 1,342 1,394 1,456 1,636 2,042 

(栃木県) 

98.9 
1,067 1,219 1,322 1,373 1,435 1,612 2,011 

 

５４ 製品製造・加工処理の職業（金属材料製造、金属加工、金属溶接・溶断を除く） 

 基準値及び基準値に能力・経験調整指数を乗じた値 

 ０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年 

１ 

製品製造・

加工処理の

職業 

職業安定 

業務統計 
1,034 1,182 1,281 1,332 1,391 1,562 1,950 

２ 地域調整 

(茨城県) 

100.4 
1,039 1,187 1,287 1,338 1,397 1,569 1,958 

(栃木県) 

98.9 
1,023 1,169 1,267 1,318 1,376 1,545 1,929 

 

 

 

 

 

 

 



５７２ 電気機械組立工 

 基準値及び基準値に能力・経験調整指数を乗じた値 

 ０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年 

１ 
電気機械組

立工 

職業安定 

業務統計 
1,053 1,204 1,305 1,356 1,416 1,591 1,986 

２ 地域調整 

(茨城県) 

100.4 
1,058 1,209 1,311 1,362 1,422 1,598 1,994 

(栃木県) 

98.9 
1,042 1,191 1,291 1,342 1,401 1,574 1,965 

 

５８３ 電子機器部品組立工 

 基準値及び基準値に能力・経験調整指数を乗じた値 

 ０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年 

１ 
電子機器部

品組立工 

職業安定 

業務統計 
985 1,126 1,220 1,269 1,325 1,488 1,858 

２ 地域調整 

(茨城県) 

100.4 
989 1,131 1,225 1,275 1,331 1,494 1,866 

(栃木県) 

98.9 
975 1,114 1,207 1,256 1,311 1,472 1,838 

 

６２３ 食料品検査工 

 基準値及び基準値に能力・経験調整指数を乗じた値 

 ０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年 

１ 
食料品検査

工 

職業安定 

業務統計 
1,049 1,199 1,300 1,351 1,411 1,585 1,978 

２ 地域調整 

(茨城県) 

100.4 
1,054 1,204 1,306 1,357 1,417 1,592 1,986 

(栃木県) 

98.9 
1,038 1,186 1,286 1,337 1,396 1,568 1,957 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６２７ 印刷・製本検査工 

 基準値及び基準値に能力・経験調整指数を乗じた値 

 ０年 １年 ２年 ３年 ５年 １０年 ２０年 

１ 
印刷・製本

検査工 

職業安定 

業務統計 
995 1,137 1,233 1,282 1,338 1,503 1,877 

２ 地域調整 

(茨城県) 

100.4 
999 1,142 1,238 1,288 1,344 1,510 1,885 

(栃木県) 

98.9 
985 1,125 1,220 1,268 1,324 1,487 1,857 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２         

 賃金等級表（派遣社員就業規則第 25 条関係）   株式会社ＳＭＳ 

５３４ めっき工・金属研磨工 （地域：栃木県）     

職務内容 等級 

基本給・手当等  

一般賃金 

一般労働者

の能力・経

験 範囲給  

上級スタッフ S-３ 1,585 ～ 1,978  1,585 10 年 

中級スタッフ S-２ 1,411 ～ 1,584 ≧ 1,411 5 年 

初級スタッフ S-１ 1,049 ～ 1,410  1,049 0~3 年 

         

５３６ 金属製品製造工 （地域：栃木県）     

職務内容 等級 

基本給・手当等  

一般賃金 

一般労働者

の能力・経

験 範囲給  

上級スタッフ S-３ 1,612 ～ 2,011  1,612 10 年 

中級スタッフ S-２ 1,435 ～ 1,611 ≧ 1,435 5 年 

初級スタッフ S-１ 1,067 ～ 1,434  1,067 0~3 年 

         

５４ 製品製造・加工処理の職業 （地域：栃木県）     

職務内容 等級 

基本給・手当等  

一般賃金 

一般労働者

の能力・経

験 範囲給  

上級スタッフ S-３ 1,545 ～ 1,929  1,545 10 年 



中級スタッフ S-２ 1,376 ～ 1,544 ≧ 1,376 5 年 

初級スタッフ S-１ 1,023 ～ 1,375  1,023 0~3 年 

         

５７２ 電気機械組立工 （地域：栃木県）     

職務内容 等級 

基本給・手当等  

一般賃金 

一般労働者

の能力・経

験 範囲給  

上級スタッフ S-３ 1,574 ～ 1,965  1,574 10 年 

中級スタッフ S-２ 1,401 ～ 1,573 ≧ 1,401 5 年 

初級スタッフ S-１ 1,042 ～ 1,400  1,042 0~3 年 

 

５８３ 電子機器部品組立工 （地域：栃木県）     

職務内容 等級 

基本給・手当等  

一般賃金 
一般労働者の

能力・経験 
範囲給  

上級スタッフ S-３ 1,472 ～ 1,838  1,472 10 年 

中級スタッフ S-２ 1,311 ～ 1,471 ≧ 1,311 5 年 

初級スタッフ S-１ 975 ～ 1,310  975 0~3 年 

         

６２３ 食料品検査工 （地域：栃木県）     

職務内容 等級 

基本給・手当等  

一般賃金 
一般労働者の

能力・経験 
範囲給  

上級スタッフ S-３ 1,568 ～ 1,957  1,568 10 年 



中級スタッフ S-２ 1,396 ～ 1,567 ≧ 1,396 5 年 

初級スタッフ S-１ 1,038 ～ 1,395  1,038 0~3 年 

         

６２７ 印刷・製本検査工 （地域：茨城県）     

職務内容 等級 

基本給・手当等  

一般賃金 
一般労働者の

能力・経験 
範囲給  

上級スタッフ S-３ 1,510 ～ 1,885  1,510 10 年 

中級スタッフ S-２ 1,344 ～ 1,509 ≧ 1,344 5 年 

初級スタッフ S-１ 999 ～ 1,343  999 0~3 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表３  

（一）退職一時金受給資格付与に要する最低勤続年数（調査産業計）  

勤続年数 １年未満 
１年以上 

２年未満 

２年以上 

３年未満 
3 年以上 

自己都合 6.4 24.2 17.2 50.3 

会社都合 52.9 31.8 5.7 9.6 

 

（二）モデル退職金（調査産業計）※別添 4の 4ページの高校卒の数値をそのまま使用する 

勤続年数 5 年 10 年 15 年  20 年 25 年 30 年 35 年 

支給率

（月数） 

自己都合

退職 
1.22 2.72 4.72 

 
6.97 9.72 12.17 14.42 

会社都合

退職 
1.79 3.79 6.29 

 
8.79 11.54 14.29 16.79 

 

（三）退職手当がある企業の割合 

80.5％ 平成 30 年就労条件総合調査（厚生労働省） 

91.0％ 【退職一時金制度】（令和元年賃金事情等総合調査）中央労働委員会）） 

94.4％ 【退職年金制度】（令和元年賃金事情等総合調査）中央労働委員会）） 

92.6％ 平成 28 年民間企業退職給付調査（人事院） 

65.9％ 令和 2年中小企業の賃金・退職金事情（東京都） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 4       

退職手当支給率（派遣社員就業規則第 29 条関係） 株式会社 SMS 

退職手当支給率  同種の業務に従事する一般の労働者の平均

的な賃金の額（退職手当の関係） 

勤続年数 

支給月数  

勤続年数 

支給率（月数） 

自己都合 会社都合  自己都合 会社都合 

5 年 1.22 1.79 

≧ 

5 年 1.12 1.45 

6 年 1.52 2.19       

7 年 1.82 2.59       

8 年 2.12 2.99       

9 年 2.42 3.39       

10 年 2.72 3.79 10 年 2.57 3.23 

11 年 3.12 4.29       

12 年 3.52 4.79       

13 年 3.92 5.29       

14 年 4.32 5.79       

15 年 4.72 6.29 15 年 4.28 5.27 

16 年 5.17 6.79       

17 年 5.62 7.29       

18 年 6.07 7.79       



19 年 6.52 8.29       

20 年 6.97 8.79 20 年 6.33 7.58 

21 年 7.52 9.34       

22 年 8.07 9.89       

23 年 8.62 10.44       

24 年 9.17 10.99       

25 年 9.72 11.54 25 年 8.50 9.82 

26 年 10.22 12.09       

27 年 10.72 12.64       

28 年 11.22 13.19       

29 年 11.72 13.74       

30 年 12.17 14.29 30 年 10.41 11.93 

31 年 12.62 14.79       

32 年 13.07 15.29       

33 年 13.52 15.79       

34 年 13.97 16.29       

35 年 14.42 16.79 35 年 12.26 13.71 

 


